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◆調査要領 

１．調 査 の 目 的： 2024 年１１月１日よりフリーランスの就業環境の整備と、企業な

どの発注事業者とフリーランス間での取引の適正化を目的とした法

律が施行された。施行直後の影響と認知度、対応状況を調査する。 

２．調査実施機関： 甲府商工会議所 

３．調査実施時期： 令和６年１１月 1 日(金)～１１月 1５日(金) 

４．調 査 対 象： 当所会員 210 事業所 

５．調 査 方 法： FAX 調査、回答フォームによるインターネット調査 

６．有 効 回 答 数： 53 事業所（FAX 調査回答数 24、回答フォーム回答数 29） 

７．有 効 回 答 率： ２５．2％ 

８．特 記 事 項： 原則、小数点以下第 2 位で四捨五入。 

 

〈業種別構成比〉 

回答者 回答数 構成比 

製造業 17 32.1% 

建設業 7 13.2% 

卸売業 8 15.1% 

小売業 7 13.2% 

サービス業 13 24.5% 

その他 1 1.9% 

合計 53 100.0% 
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◆結果概要 

Ｑ1.『フリーランス・事業者間取引適正化』についてご存知ですか 

[択一回答] 
 

 『制度内容を知っていて、理解している』、『名前は知っていて、制度も

おおよそ理解している』の回答は合わせて 4 割ほど。 

 

Ｑ2．『貴事業所では現時点で本法律への対応が進んでいますか』 

◆『進んでいない』が全体で 49.1％ 

 

Ｑ3．『本法律の内容についてどのように情報収集をしていますか』  

[複数回答可] 

 『情報収集はしていない』が 37.9％ 

 

フリーランス・事業者間取引適正化法の施行によって、発注者（発注企業）が

今後の取引の際に留意しなければならない事項が幾つか発生した。今回は施行

直後の認知度と対応状況を調査したが、本法律への理解と実際の対応状況に乖

離があることが分かった。発注側として主に対応しなければならないものとし

て、法律で決められた取引条件を予め明記しておくことや、支払期日が 60 日

と明確に定まったことが挙げられる。発注者側とフリーランス側双方が本法律

への理解を予め深めた状態で業務委託契約を結ばなければ、取引の適正化は図

られず、発注者側が法律に違反するおそれがある。今後一層の本法律の理解と

対応を進めていく必要があると考える。  
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◆結果詳細  

Ｑ1.『フリーランス・事業者間取引適正化』についてご存知ですか

[択一回答] 
 

 『制度内容を知っていて、理解している』、『名前は知っていて、制度も

おおよそ理解している』の回答は合わせて 4 割ほど。 

 

・認知状況としては、全体の 8 割近くが本法律の存在を認知している結果と

なった。しかし今回の調査ではサンプル数に対する回答率が低いため、あくま

で参考値とする。 

 

 

  製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業 その他 

制度内容を知っていて、理解している 1 1 0 0 2 0 

名前は知っていて、制度もおおよそ理解している 7 3 1 2 5 1 

名前は聞いたことがある程度で制度は分からない 3 2 7 2 5 0 

聞いたことはない 6 1 0 3 1 0 

 

制度内容を知っていて、

理解している

7%

名前は知っていて、制度もおお

よそ理解している

36%名前は聞いたことがある程度

で制度は分からない

36%

聞いたことはない

21%
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Ｑ2．『貴事業所では現時点で本法律への対応が進んでいますか』 

◆『進んでいない』が全体で 49.1％ 

・『取引が今後無いため進める必要がない』を抜いて考えると全回答数の

72%近くが対応が進んでいないことになる。 

・フリーランスと取引をする可能性のある事業所は今後の取引に備え取引条件

の明示等の対応策を講じる必要がある。 

 

 

  製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業 その他 

進んでいる 2 1 0 0 1 0 

検討中 2 1 0 0 2 1 

進んでいない 8 4 6 4 4 0 

取引が今後無いため進める必要がない 5 1 2 3 6 0 

 

  

進んでいない, 49.1%

取引が今後無いため進

める必要がない, 
32.1%

検討中, 11.3%

進んでいる, 7.5%
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Ｑ3．『本法律の内容についてどのように情報収集をしていますか』  

[複数回答可] 

 『情報収集はしていない』が 37.9％ 

・『新聞・ニュース等のメディアで知った』が 

・情報収集をした中では『新聞、ニュース等のメディアで知った』が多かっ

た。詳細な情報が得られる公的機関のウェブサイト等から知ったという意見は

少なかった。

 

  製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業 その他 

 厚生労働省のウェブサイト／パンフレットを見た 2 1 1 0 4 1 

公正取引委員会のウェブサイト／パンフレットを見た 2 2 1 1 4 1 

弁護士などの士業に相談した 1 0 0 0 0 0 

関連する業界団体の説明会に参加した 1 1 0 0 0 0 

新聞、ニュース等のメディアで知った 3 4 2 2 7 0 

情報収集はしていない 9 2 5 5 4 0 

以上 

37.9%

27.3%

16.7%
13.6%

3.0%
1.5%


